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⚫ 少子高齢化の進展により、日本農業を取り巻く環境は大きく変わりつ
つある

⚫ 国民に食料を安定的に供給していくとともに、農業経営が持続的に
成長していく上では、新しい技術が不可欠であり、その中核となるの
がスマート農業

⚫ 本話題提供では、スマート農業が要請される背景を踏まえつつ、ス
マート農業実証プロジェクトでの実績をもとに、スマート農業の導入に
よる経済効果や、スマート農機投資に当たっての採算規模について述
べる

話題提供のねらいと構成
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スマート農業が要請される背景
ー農業労働力の減少と担い手経営の規模拡大の進展ー

⚫農業就業人口の約半分（2015年時点）を占める70歳以上層がリタイア。農業就業人口は今
後さらに大きく減少していくことが予想される

⚫高齢化から離農する農家が生じる中で、担い手とされる経営面積10ha以上の経営の経営面積
シェアは増加。2020年農林業センサスではそれらは半分以上（55％）を占める状況にある

⚫流動化が進む地域では年間10～20haを超える面積で規模拡大する経営も出現してきているが、
これらの経営においては労働力利用、機械・施設装備、技術導入、組織運営など様々な場面で、
従来とは大きく異なる対応が求められる

資料：農林業センサス

家族経営での規模拡大の事例
－家族３名と常時雇用１名-

雇用型経営の規模拡大事例
ー従業員10名－

資料：農林業センサス累年統計。(農業就業人口)１人当たり経営耕地面積の単位は0.1a。2020年農林業セン
サスでは農業従業人口のデータがないため、2000年及び2005年センサスでの基幹的農業従事者数と農業
就業人口との比率を参考に、2020年の基幹的農業従事者÷0.8として農業就業人口を算出している。

図　　農家数、農地、農業労働力の動向
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みどりの食料システム戦略の推進とイノベーション
による生産力向上・持続性の両立

農林水
産省の
ホーム
ページよ
り引用

⚫ みどり戦略の推進においてはスマート農業を中心とするイノベーションが重要となる
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食料安全保障と生産性向上・環境保全の両立

⚫ 日本農業の役割は、国民に対して、高品質な食料を持続的・安定的
に供給していくことにある

⚫ しかし、日本の食料自給率は低位のままで推移
⚫ 農業生産の基盤条件でもある農業労働力も大きく減少している
⚫ 環境負荷軽減を図りながら、同時に、食料自給力向上と、省力化を

通した生産性向上を図っていくことが求められている

⚫ そのためには、省力化を図りながら、収量・品質を向上させ、同時に、環
境負荷も軽減させる技術対応が必要

⚫ さらに、従業員の確保が求められる中では、非熟練者でも効率的に作
業を行っていける方式が必要

⚫ このような、労働時間の減少、収量・品質向上、作業の高精度・標準・
定式化、化学資材・燃油投入の削減等を同時に実現していくためには、
スマート農業の導入が必須
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スマート農業実証プロジェクトの推進

2019年度から全国217地区で展開

農林水産省「スマート農業をめぐる情勢について」2023年11月より引用
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⚫作業別労働時間の削減

⚫作物単収の向上

⚫経営全体の経営収支の変化

⚫導入事例別に見た効果

①圃場別収量データの活用により水稲単収と収入増加を達成

②園芸産地における部会内でのデータ共有による所得向上

③スマート農機の導入と合わせた栽培改善・圃場の面的集約によ

り、労働力を大きく増加させることなく規模拡大・収入増加を実現

④中山間地域での小区画圃場の合筆と排水対策で生産性を向上

⑤中山間地でのシェアリングによる機械の操業度を確保

⑥農業支援サービスを活用した産地防除体制の構築

⑦中山間果樹産地における営農管理システムを活用した経営改善

への取り組み

スマート農業の導入による経済効果
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スマート農機による作業別の省力効果

⚫ロボットトラクタの協調作業による省力化（労働時間削減）は30％前後

⚫直線アシストなど自動操舵機能でも一定の省力化を実現

⚫ドローンによる農薬散布や自動水管理は、作業方法の変化もあり、大きく作業時間
を削減

（単位：時間/10a、％）

機種 慣行(a)
スマート

農機(b)

削減率((a-

b)/a)
備考

ロボットトラクタ・耕起 0.44 0.31 30 2台協調・６事例平均

ロボットトラクタ・代かき 0.65 0.48 26 自動操舵・３事例平均

直進アシスト田植機 1.37 1.23 11
大規模水田作10事例、中山間水田作

８事例、輸出用米作３事例の平均

ドローン農薬散布 0.59 0.13 78
大規模水田作３事例、中山間水田作

10事例の平均

自動水管理システム 2.27 0.65 71
大規模水田作２事例、中山間水田作

３事例、輸出用米作２事例の平均

自動運転コンバイン 0.72 0.59 18
慣行4条・スマート6条自脱１事例、慣行

8条自脱・ｽﾏｰﾄ汎用１事例

資料：ロボットトラクタ及び自動運転コンバインについては農林水産省・農研機構「スマート農業実証プロジェ

クトによる水田作の実証成果（中間報告）」2020年10月、直進アシスト田植機、自動水管理システム、ド

ローン農薬散布については農林水産省「スマート農業をめぐる情勢について」2023年11月より引用、加工。

作業別労働時間の削減率
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スマート農業技術導入による稲作労働時間
と稲作収量の変化
⚫ 各実証地区における稲作労働時間は平均9%削減、水稲単収は平均9％増加（各

農場平均）

⚫ 実証地区の約３割※において、10%以上の労働時間の削減効果

⚫ 単収増加は、センシングデータ等に基づく可変施肥や、それに加えて品種構成・
施肥設計を改善した地区において顕著に表れた

45度線より上方のものが、
単収が増大した地区
（単収 実証＞慣行）

※比較可能な慣行区と実証区が設定されている実証技術区分を図示

5
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実証と慣行の10a当たり労働時間分布図

非セット

導入

45度線より下方のものが、
労働時間が短縮した地区
（労働時間 実証＜慣行）

実証
作業
(時間
/10a)

慣行作業（時間/10a）

資料：農林水産省・農研機構「令和元年度スマート農業実証プロジェクトの成果について（水田作）」より引用・加工
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スマート実証事業参画前後における法人経営、
個人経営の利益・所得の変化

⚫ 実証経営の実証前（平成30年）から実証後（令和３年）にかけての経営収支の変化を見る
と、法人経営、個人経営とも収入、利益、所得は増加している

⚫ 法人経営では経常利益が増加しており、令和３年には2,829万円に達した（売上高経常利
益率で見れば8％）。１人当たり労働報酬も、令和３年には451万円となっている

⚫ 個人経営も、収入は増加傾向にあり、１人当たり所得も、令和３年度は240万円と、法人経
営に比較すると少ないが、増加傾向にある

図　スマート農業実証プロジェクトへの参画に伴う経営収支の変化（法人経営および個人経営）

注：法人経営17事例、個人経営18事例の経営データに基づき整理。収入は委託費を控除するとともに、経費は、無償で使用できている場合で

も、本事業で導入した機械設備については減価償却費を加算した上で経常利益を算出した。個人の所得についても同様に計算。１人当たり労働

報酬および所得は、法人は（賃金・給与+役員報酬+利益）、個人は農業所得（専従者給与含む）を、専従換算した労働力数で割った金額で

ある。１人当たり労働報酬は、労働力数のデータが得られた2019年以降について示している。

個人経営法人経営

1 2 3 4
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事例別に見た効果
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⚫ A経営では2000年以降規模拡大が進
み、圃場枚数も増える中、100haを
超える頃から水稲単収が低下し、大き
な問題に

⚫ スマート農業実証事業に参画して省力
化を進めるとともに、収量コンバインを導
入して圃場別収量データを取得

⚫ それらのデータと栽培支援システムを活
用し、圃場別に品種や作型を再配置

⚫ 可変施肥により低収圃場の増肥やメッ
シュマップに基づく可変施肥を実施

⚫ 大区画圃場では作業負担が大きいため
追肥は省略されてきたが、ドローンを用
いて、生育状況に応じた追肥に変更

⚫ これらの取り組みの結果、水稲収量は
再び増加。令和2年には、規模拡大と
合わせ、水稲の総生産量は33％増大

①圃場別収量データ、栽培支援システム、
可変施肥、ドローン活用による水稲単収向上

圃場マップを作成し、圃場別に作物、品種、
栽培履歴、収量・品質等のデータを整備

（枚、ｋｇ）

経営面積

圃場枚数

（ha） 水稲単収

圃場別収量データ活用による
品種・作型再配置
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⚫Ｂ経営においては、自動給水・施肥システムを

導入。単収増大に加えて、市況の好影響もあり、

機械・施設費償却を控除しても10a当たり利

益が約73万円増大

⚫ JA部会員の中で、栽培面積の大きい経営体や、

最も単収の多い経営体の栽培情報をシステム

に記録。これを基に、給水・施肥に関する栽培

管理指針を策定・共有し、栽培管理を改善し

た結果、部会員の平均販売収入が7％増加

・労働力構成：家族4名 常時雇用9名
・経営面積：127a ナス単作

・生産情報管理システム
・指導員向け営農管理システム
・農業チャットツール
・経営支援・出荷予測ソフト
・AI自動給水施肥システム

経営概要(令和2年度)

実証内容（目標）

部会員の平均販売
収入7％増（ 令和3
年6月収穫終了時）

区分 慣行区（H30年） 実証区（R２年）

収入合計 6,755 9,183

販売収入 6,525 8,763

（単収) （18.4トン） （21.4トン）

（単価） 355 409

その他収入 229 420

経費合計 6,827 8,525

肥料費 459 616

農薬費 92 124

光熱動力費 674 653

機械・施設費 524 568

労働費(家族労働分含む） 2,271 2,157

（10a当たり労働時間） （1,514） （1,438）

流通経費 1,777 2,115

その他費用 ※ 1,029 2,292

利益 -72 658

10a当たり（千円）

左図：農業チャット
ツールのトップ画面

右図：農業チャット
ツール「単収の匠の
アドバイス（栽培管
理指針）」による自
己診断結果の画面

※その他費用の増大は、老朽化したハウス天井資材の張替えによ
り、諸材料費が増加(+973千円/10a)したもの

②園芸産地において部会内でデータを共有し
収量を向上

農林水産省・農研機構「「令和元年度スマート農業実証プロジェクトの成果について（水田作以外）」より引用・加工
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③スマート農機の導入と栽培改善・圃場の
面的集約により規模拡大・収入増加を実現

⚫ Ｃ経営は、平成30年に県の農地集積事業に参画。農地流動化が進む状況にあった
こともあり、経営面積は平成30年の32haから令和3年には106haまで拡大

⚫ このような状況のもとでスマート農業実証事業に参加。ロボットトラクター、自動運転
田植機、直線キープ田植機、営農支援システム等を活用し、省力化と、熟練していな
い従業員の作業能率向上を図ることを計画

⚫ 規模拡大が進む中で、労働力数は4人から５人へと１名（常時雇用・30歳台）の
増加のみで約70haの規模拡大に対応

⚫ 規模拡大に伴い売上高は大きく増加
⚫ 水稲の収量は、コシヒカリは低下している
が、あきたこまちは、面積拡大にもかかわ
らず増加

⚫ スマート農機の導入に加え、水稲湛水
直播栽培の面積増加（10.5haから
27haに拡大）、農地の集約化、自動
運転田植機等の自動操舵機能を活用
した若い従業員の技能の向上、品種・
作型配置の見直しなど栽培面、圃場条
件面での改善も併せて実施

1 2 3 4
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③疎植栽培の導入や品種・作型を工夫し、
規模が拡大しても適期内で作業を遂行

⚫ 作付面積が47ha(2019年)
から、106ha(2021年)に約
60ha増加

⚫ これに対応するため栽培支援
システムを用いて品種別の作
業日を工夫

⚫ また、この経営の稲作では、苗
箱数10箱/10a、栽植密度
50株/坪と疎植栽培を行って
いるが、導入した直進アシスト
田植機の株間キープ機能と
高速疎植対応機能を活かし、
疎植でも欠株が生じないよう
にして、１日3.12haを植え
付けするなど、作業を効率化

⚫ その結果、作業期間は5日し
か長くならず、収量確保に重
要な適期（約1.5ケ月）内
に作業が終えられた

水稲作付面積：47ha
１日当たり移植面積：2.85ha

栽培支援システ
ムの活用

水稲作付面積：106ha
１日当たり移植面積：3.12ha

農研機構・中日本農業研究センター・清水ゆかり氏作成資料を引用・加工
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（参考）スマート農業を導入しても規模拡大が
進まず、収益が改善していない事例

⚫ Ｄ経営は、経営面積約30ha、労働力は家族３名、作物Aを13ha、作物Bを14ha、作物Cを
3ha作付けする中規模な家族経営

⚫ スマート実証事業に参加し、可変施肥の導入やGPS自動操舵による労働時間の削減等を計
画し、自動操舵機や野菜の移植機を導入

⚫ 省力化を通して作物Ｂの作付拡大（20haに増加）等を計画したが、令和3年時点の作付面
積は14haにとどまるなど規模拡大が計画通り進まなかった

⚫ 一方、投資に伴い減価償却費が増加。経営の基幹作物の販売価格の低迷もあり、経常利益
は低下するに至った

⚫ スマート農業技術による利益増大に向けて、省力化をねらいとした機械投資の場合、経営面積
が増えないと投資に伴う経費負担が大きくなり、経営としてのメリットは発揮されない

1 2 3 4

1 2 3 4
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・経営面積 861ha、延べ作付面積982ha
・労働力 役員数 3名

従業員 95名(パート、技能実習生含む)
・部門構成 水稲326ha､小麦153ha､そば151ha､

大豆281haほか

・緩傾斜合筆
・GNSS受信機
・収量コンバイン
・溝掘機
・農薬散布ドローン
・リモコン草刈機

経営概要（令和3年度）

実証内容（目標）

④中山間地域で小区画圃場を合筆し作業効率を向上
排水対策を実施して大豆の収量を改善

10a程度の水田圃場6～8枚を合筆

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35

10a程度圃場 合筆圃場

(時間/10a)

作業時間は半分

以下に低減

⚫ E経営は、中山間の緩傾斜地域で10a

程度の小区画圃場6～8枚を1圃場に

合筆し、作業効率を約２倍に向上

⚫ トラクターでの播種作業時に衛星測

位で位置情報・高度情報を取得し、

凹凸マップを作成。それに基づいて

効率的に排水されるよう溝を掘る対

策を講じた結果、大豆の収量は、慣

行区と比較して42％増加
耕起に係る作業時間

（時間/10a）

10a当たり経営収支（千円）

区分
慣行区（R3年）

（10ha）
実証区（R3年）

（8ha）
備考

収入合計 74.7 91.2

販売収入 17.8 25.2

（単収) 132kg 187kg
実証区は排水対策により増収
慣行区の単収は過去5年間の平
均値

その他収入 56.8 65.9 収量増加に伴い数量払が増加

経費合計 70.4 80.7

種苗費 0.8 0.8

肥料費 1.5 1.5

農薬費 5.6 5.6

賃借料及び料金 11.2 16.5 収量増に伴い乾燥調製料金増加

機械・施設費 32.6 37.6
実証区は収量コンバイン、
GNSS受信機、溝掘機を導入。
その他の機械は慣行区と共通。

労働費 10.3 10.4 労働単価1,500円/時間で計算

（10a当たり
労働時間）

（6.85時間） （6.90時間）
排水対策のための追加作業を
含む

その他費用 8.4 8.4

利益 4.2 10.5

大豆圃場の
凹凸マップ

・水稲、大豆、蕎麦の
収量5％向上

・作業面積25％増加

ほ じょう

農林水産省・農研機構「スマート農業実証プロジェクトの成果について（令和２年度採択地区）」より引用・加工
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経営概要

実証内容（目標）

・自動操舵トラクタ、直線キープ田植機 （作業時間27％減）
ドローン(防除等)

・食味・収量コンバイン及び施肥改善 （単収13％増）
・シェアリングによる償却費の削減

・労働力構成： 組合員73名、オペレーター 2名
・経営面積： 水田4.2ha、小麦3.1ha

水稲基幹作業受託9.3ha
・実証面積： 15ha（この他、シェアリング 7ha））

⚫ Ｆ経営は、スマート農機導入に伴う機械費抑制の
ため、田植機、コンバインを隣接集落とシェアリング。
償却費を一部削減(56.8千円→50.0千円)

⚫ シェアリングで経費は減少したが、非使用時期に
隣接経営体に貸与するだけでは効果は限定的

⚫ より広域なエリアで、各種作業・オペレータを共同
管理・運用しながら、導入農機の稼動面積を拡
大するといった対応が求められる

⚫ また、各種スマート農機をフルセットで導入するの
ではなく、①ドローン等の利用時間の短い機器は
受託サービスの利用、②自動水管理システム等
は遠隔圃場等に限定といった取組も有効

令和元年度 令和２年度

スマート導入
（実証面積

15ha。シェア
リング未実施）

スマート導入
（実証面積

15ha+シェアリ

ング7ha(田植

機、コンバイン)）

収入 111.2 126.0 122.8

販売収入 111.2 126.0 122.8
販売単価は慣行:227円/kg、

R1:238円/kg、R2:227円/kg

（単収） (490kg) (530kg) (541kg)

その他収益 0 0 0

経費 98.1 144.7 136.0

3.1 3.1 3.1

5.5 4.3 5.7

11.9 18.3 19.2

11.7 56.8 50.0

37.2 32.6 27.3 労働単価1,500円/時間で計算

(24.8) (21.7) (18.2)

28.7 29.6 30.8

利益 13.1 -18.7 -13.2

　　その他費用

（千円/10a）

区分
慣行

（実証前）

　　肥料費

　　農薬費

　　機械・施設費

　　人件費

　　（労働時間（時間/10a））

備考

　　種苗費

⑤中山間地気におけるシェアリングを通した
スマート農機の利用―導入効果と課題―

農林水産省・農研機構「令和元年度スマート農業実証プロジェクトの成果について（水田作）」より引用・加工



18

⑥データシェアリング等を活用した麦・大豆生産
を支援する新たな農業支援サービスの実証

農林水産省・農研機構「スマート農業実証プロジェクトの成果について（令和２年度採択地区）」より引用

⚫ Ｇ産地では、ドローンオペレータを育成し、産地単位で広域画像を収集するとともに、データを共
有・解析し、収穫適期や追肥判断を行う体制を構築。受託料金水準の目標を設定しており、今
後、防除受託サービスを展開していくことを計画
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⑦中山間果樹産地における営農管理システム
を活用した経営改善への取り組み

⚫ 本事例は令和4年度より実証を開始。その成果はこれからだが、産地の課題を明確に設定し、
それに対応したスマート技術を導入することで、産地全体へと技術普及を図ろうとしている

農林水産省・農研機構「スマート農業実証プロジェクトの成果について（令和２年度採択地区）」より引用
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収益改善に向けたスマート農業の活用

⚫ スマート農業実証プロジェクトにおける令和元年度採択課題の事業終
了後（令和３年）も含めた収支の推移を見ると、全体としては収益性
が向上している

⚫ 特に、経営展開の方向性や、経営上の問題（ボトルネック）が明確
となっており、それらに対してスマート技術で課題解決を図ろうとした経
営では、スマート農機等の導入に関わる経費を考慮してもなお、それを
上回る利益の増加を実現している

⚫ また、省力化に加え、データ活用などにより収量を向上させた経営におい
ても、収益を大きく改善させている

⚫ 一方、投資を行っても、経営規模や労働力数に大きな変化がない場
合、投資に伴う経費負担が大きくなり、利益を減少させている事例も
見られる

⚫ この点で、スマート農機投資に対応した規模（操業度）確保の目安
を提示していくとともに、それらに合わせ、規模拡大や作業受託、シェア
リング、農業支援サービスの利用等を検討していくことが求められる
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スマート農機導入の採算性評価
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⚫ ドローン導入に要する費用を、機体価格以外の付属品、諸経費も含め整理。稼働面
積に応じた10a当たりの固定費+散布労働費により費用曲線を作成し、それを航空防
除委託料金と比較して採算規模を算出

⚫ 費用曲線と委託料金が交差する所が経済的な分岐点。中型機では50.7ha以上、
小型機では34.6ha以上が採算規模。中型機２回防除では約25haが採算ライン

⚫ 稼働面積を確保するには、①規模拡大、②汎用利用、③シェアリング、④作業受託
など様々な方策がある。経営条件、地域条件に適合した方策を講じることが有効

散布用ドローン導入の採算性評価

表１　ドローンの導入に要する費用例　　　　　 　　　　（万円）

機種
中型機

平坦地

小型機

中山間
備考

機体・バッテリー・充電器

1組（耐用年数は5年

で計算）

40.0 24.0

機体は200万円/機（中

型）、120万円/機（小

型）を設定

バッテリ―等 11.0 7.0
中型はバッテリ－４個、小

型は２個購入を想定

散布ユニット 10.0 6.0 粒剤用と液剤用を装備

代理店手数料・オペレー

ター講習料
8.0 5.0 5年に１回を想定

点検・保険 17.0 13.0 毎年

登録料 0.02 0.02 5年に１回を想定

合計（年間） 86.0 55.0

防除労働費（円/10a） 300 405 労賃は1,500/時間で計算

注：中型機は30kgタンク搭載、小型機は10kgタンク搭載を想定。これら

の経費はスマート農業実証プロジェクトの事例を参照しているが、事例によ

り違いがあることに加え、ドローンの価格も年次により変わるため、一つの例

示として理解して頂きたい。

図１　ドローン導入の採算規模
注：ドローン導入に係る経費は表１を参照。航空防除委託料金は全国農業会議所「農作業

料金・農業労賃に関する調査結果」令和３年の防除作業の全国平均を用いた。
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⚫ 作業者として非熟練者を想定し、直進アシスト田植機の利用により作業効率が高ま
ると仮定。標準的な移植作業期間を設定し、その期間内での稼働面積に対応した
減価償却費+移植労働費・燃油代に関する費用曲線を作成。10a当たり田植作業
料金と２機種の機械償却費+労働費+燃油代を比較して採算規模を算出

⚫ 水稲作付面積が9ha以上であれば田植機を所有して自ら作業を行った方が、作業
を委託するよりも有利であり、また、23ha以上の作付面積を確保できれば、慣行田
植機よりも直進アシスト田植機の導入が経済的

直進アシスト田植機導入の採算性評価

水稲作付面積(ha)

注：田植機の価格は慣行機350万円/台、直進アシスト機420万円/台とした。耐用年数は７年。減価償却費に労働費と燃油

代300円/10aを加算。修繕費は考慮していない。田植作業の作業料金は苗代を別にして7,900円/10aとした。

図２　慣行田植機と直進アシスト田植機の採算規模

⚫ 直進アシスト田植機は、慣行機よりも
70万円割高として設定

⚫ 非熟練者が慣行機で作業する場合
は1.34時間/10aかかるが、直進アシ
スト機では熟練者と同等の作業時間
（1.10時間/10a）で移植が行える
と仮定

⚫ 市場評価が高い品種を中心に作付け
することとし、米生産費統計を参考に、
標準的な移植期間は３週間とする

⚫ オペレータが１名の場合には代かきも
行わなければならないため、代かき作
業日の確保を前提に、適期内に移植
作業が実施可能な日数は12日とする
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⚫ 食味・収量コンバインへの更新の経済性は、増収効果と収穫面積（稼働面積）に左
右されるため、条件（期待増収量、収穫作業面積）ごとに販売増加額と追加経費
（追加経費は210万円と仮定）を比較することで採算規模を算出

⚫ 増収率4％では8ha以上、増収率２％では15ha以上コンバインを稼働できれば、
慣行のコンバインから食味収量コンバインへの更新は経済的に有利。増収率が１％
の場合には30.5haを超える稼働面積が必要

⚫ コンバイン自体の必要稼働面積や可変施肥機等の費用も検討が必要だが、収量
データを活用し、栽培改善に活かしていくことで大きな効果が期待できる

食味・収量コンバイン導入の採算性評価

水稲作付面積(ha)

図３　食味収量コンバイン導入の採算規模と増収率

⚫ 慣行コンバインを食味収量コンバインに更
新することに伴う追加経費は210万円と
した。耐用年数7年では年間30万円の
経費の増加となる

⚫ 修繕費の増加は考慮せず、圃場別収量
等のデータ解析には特別なソフトを必要と
しないという仮定を置いた

⚫ 増収効果を評価するための水稲収量は
令和４年度の全国平均単収
536kg/10aを用い、販売単価は令和
３年米生産費調査から184円/kgとした
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スマート農業の普及状況と
普及拡大に向けた取り組み
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データを活用した農業の展開状況
（2020年センサス）

⚫ 政府は、「2025年までに農業の担い手のほぼすべてがデータを活用した農業を実
践すること」を目指すことをKPIとして設定

⚫ スマート農業の地域別の普及状況を2020年農林業センサスの「データを活用した農
業を行っている経営体」の割合から見ると、近畿は、15.1％と、全国平均をやや下
回る状況にある

資料：農林水産省2020年農林業センサス
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データを活用した農業を行っている経営体の割合
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大規模経営や法人経営におけるデータを活用
した農業の展開

⚫ 大規模になるほど「データを活用した農業」を展開しており、担い手（10ha以上層）
では39～64%の経営がデータを活用

⚫ 法人経営では50％以上が「データを活用した農業」を実践

⚫ 販売金額１位の部門別でみると、畜産では3割以上の経営がデータを活用

53.4 
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46.6

84.1
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資料：2020年農林業センサス
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農業法人におけるスマート農業技術の
導入状況

資料：日本農業法人協会「2022年版農業法人白書」

⚫ 7割を超える農業法人がスマート農業技術を導入
⚫ 「農薬・肥料散布のための先進機器」や「生産プロセスの管理支援システム」の導入割合が高い
⚫ 経営部門では稲作、畜産が、また、若い世代においてスマート農業技術の導入割合が高い
⚫ 導入しない理由としては、初期投資が高額であることや、実情に合わないといった回答が多い
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スマート農業の普及に向けた取り組み

－スマ農成果ポータルサイトの開設と
スマート農業推進協議会の設立－

農研機構 スマ農
成果ポータルサイト
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スマ農導入成功へのノウハウ集
―直進アシスト田植機―

農研
機構
の「ス
マ農
成果
ポー
タル」
より
引用
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スマ農導入成功へのノウハウ集
―ドローン―

農研
機構
の「ス
マ農
成果
ポー
タル」
より
引用
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スマート農業の推進体制

農研機構「スマ農成果ポータルサイト」より引用

スマート農業
推進協議会
やスマートサ
ポートチーム
を設置し、ス
マート農業の
普及を支援
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施策におけるスマート農業の推進

農林水産省「スマート農業をめぐる情勢について」2023年11月より引用
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食料・農業・農村政策審議会答申における
スマート農業の位置づけ

⚫食料・農業・農村基本法検証部会における議論（中間とりまとめ）を踏
まえ、食料・農業・農村政策審議会では、令和5年9月に答申を提出

そこでは、農業政策の見直しの方向として、

⚫スマート農業をはじめとして、生産性向上のために必要な技術や品種の
開発・普及、これらに資するほ場の大区画化、情報通信環境等の基盤
整備や人材育成、規格策定・標準化等の環境整備を進める

⚫スマート農業等の先端技術の普及促進を図るため、これら技術を活用
した作業代行等を提供する農業支援サービス事業体の育成・活用を推
進する

⚫デジタル技術やデータを活用した生産性の高い農業経営を通じて、消費
者ニーズに的確に対応した価値を創造・提供する農業を実現するため、
農業・食関連産業の DX に向けた取組を進める

⚫上記の取組を通じ、生産から流通、販売におけるイノベーションを推進し、
生産性向上を図っていく

ことを提起
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⚫ 1960年代の稲作中型機械化体系の形成以降、近年は大きな技術
体系の変化が見られていないわが国の農業において、新たな段階の技
術革新が求められている

⚫ スマート農業の展開においては、①先端技術の導入、②データの活用、
③農業における生産体制の再編の３つを同時に進めていくことが有効

⚫ 地域条件、経営条件を踏まえ、それぞれの経営課題に即したスマート
農業の導入を図っていく必要がある

⚫ また、スマート農業のコスト低減を図り、広範な普及を図っていくために
は、農業支援サービスの展開も重要。この点では、ビジネスモデルの観
点からの経済性の検討も求められる

⚫ スマート農業によって、労働力不足のもとで農業生産が維持され、安
定した食料供給が図られていくことに加え、活力のある産業構造がも
たらされることが期待される

スマート農業の推進に向けて
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